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　（序章及び第 1 章は白山法学第 ５ 号に、第 ２ 章は同第 ６ 号に、第 ３ 章は















　金銭消費貸借契約に関する民法の条文は、第 ３ 編「債権」中の、第 ２ 章















































































































































① 金銭交付 ○ ○
② 返還約束 ○ ○
③ 返還時期の合意 ○ ○










































































① 金銭交付 ○ ○
② 返還約束 ○ ○
③ 返還時期の合意 × ○



























































① 金銭交付 ○ ○ ×
② 返還約束 ○ ○ ×
③ 返還時期の合意 × × ○










































（ 1 ）及び（ ２ ）の ２ つが必要であることを指摘しているがその他の要件
が必要であるとは指摘していない。



































































































































































































































































































































































































































































裁判官として勤務した昭和５３年 ４ 月から平成1７年 ３ 月までの２７年間の事件取扱いの












































































































19　例えば、民法３9８条の ２ 第 ３ 項は、「特定の原因に基づいて債務者との間に継続し
て生ずる債権又は手形上若しくは小切手上の請求権は、前項の規定にかかわらず、
根抵当権の担保すべき債権とすることができる。」と定め、債権及び請求権という






























頁では、「被告は、原告に対し、平成1７年 ７ 月 1 日、1０００万円を弁済期平成２０年 ７
月 1 日と定めて貸し付けた。」という事実を挙げているが、その弁済期である平成
２０年 ７ 月 1 日が到来したという事実を挙げていない。これは、旧見解が、被担保債
権の「発生」「原因事実」としては、金銭消費貸借契約の締結の事実のみで足りる
ことを自認していることになる。ちなみに、同書が出版されたのは、平成1８年 9 月






ち、同11６頁、11８頁では、「被告は、原告に対し、平成２２年 ７ 月 1 日、1０００万円を
貸し付けた。」という事実を挙げているが、同書が記述するところの、合意された




て、平成２５年 ７ 月 1 日が到来していないことは、上記設例において当然の前提と
なっている。
